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1. 提案の要旨

企業知財部における若手教育では、生成AIを単なる業務効率化ツールとして導入するだけでは

不十分です。むしろ重要なのは、AIを使って若手の思考プロセスを外化し、ベテランの暗黙知

と比較し、判断力を鍛える教育環境を設計することです。特許調査、発明発掘、出願要否判

断、拒絶理由対応、FTO、契約・係争リスク検討といった知財業務では、正解そのものよりも

「どの情報を重視し、どの仮説を立て、どのリスクを許容し、どう事業部へ説明するか」とい

う判断過程が成長の核心になります。

本提案では、若手教育を「AIに答えを出させる教育」ではなく、AIを壁打ち役、レビュー役、

論点分解役、振り返り役として使う教育へ転換することを推奨します。経済産業省資料でも、

生成AIには直接答えを求めるのではなく、問いのリファインに使い、思考プロセスを上司がモ

ニターすることが望ましいと整理されています1。また、知財分野ではベテランの判断過程を可

視化し、特許検索・評価・出願判断のプロセスを再現可能な形で共有するAI活用が始まってい

ます2。

2. 教育方針：AIで代替するのではなく、若手の判断力を伸ばす

企業知財部の若手に求められる能力は、従来の出願・権利化実務に閉じなくなっています。近

年の知財教育論では、企業知財担当者には、経営や事業戦略を理解したうえで知財戦略を立

案・実行する戦略型人材への変革が求められると指摘されています3。一方、知財研セミナーの

案内でも、AIが大量データ検索などで効果を発揮する一方、非言語情報の読み取り、組織内の

方向合わせ、共感・信頼関係の醸成、暗黙知の理解は人間の強みとして残ると示されています

4。

したがって、若手教育の基本方針は、AIで若手の作業を肩代わりすることではありません。AIに

よって検索、要約、草案作成、論点抽出の速度を高めつつ、その浮いた時間を仮説形成、事業

理解、説明責任、交渉、意思決定の訓練に再配分することが重要です。

経済産業省資料は、生成AIについて「直接答えを求めるのではなく、問いのリファインのた

めにプロンプトを使って思考を深め、プロセスを上司がモニターすることが望ましい」と整

理しています1。

教育上の論点 従来型OJTの弱点 AI活用型教育での改善方向



3. 推奨する教育プログラムの全体像

教育プログラムは、知財学習の「守破離」に合わせて設計するのが有効です。日本弁理士会の

『パテント』掲載論考では、知財実務にも「守破離」が適用でき、「守」では基礎・標準実務を

学び、「破」「離」では対話や越境学習を通じて自分の型を磨くことが重要とされています3。企

業知財部では、これを入社後または配属後の1年間から3年間の育成カリキュラムに落とし込む

とよいでしょう。

4. 具体的な教育法

判断過程の学習
ベテランの頭の中に閉じ、若手

が模倣しにくい

AIで論点、根拠、判断基準を記録

し、比較可能にする

調査・分析の訓練
作業時間が長く、振り返りが後

回しになりやすい

AIで一次整理を短縮し、仮説検証

とレビューに時間を使う

事業部との対話
若手が知財用語中心で説明しが

ち

AIで相手別説明案を作り、事業視

点への翻訳を練習する

失敗経験 実案件では失敗コストが高い
過去案件を匿名化し、AIを使った

ケース演習で安全に失敗する

学習継続
学習コンテンツが多く、消化不

良になりやすい

AIで学習内容を要約・クイズ化・

個別課題化する

段階 育成目標 AIの使い方 上司・先輩の役割

守：基礎習得期

知財制度、調査、出

願、拒絶対応、契約基

礎を標準手順で実行で

きる

用語解説、判例・審査

基準の要約、調査式

案、明細書・意見書の

チェックリスト化

正しい型を示し、AI回

答の誤りを一緒に検証

する

破：応用実践期

技術・事業・競合を踏

まえて複数案を比較で

きる

論点分解、反論生成、

FTO観点の抜け漏れ確

認、事業部向け説明案

の作成

判断理由を問い、若手

の仮説を修正する

離：戦略貢献期

知財戦略、ポートフォ

リオ、標準化、アライ

アンス、係争予防に貢

献できる

IPランドスケープ仮

説、事業シナリオ、リ

スクマップ、経営説明

資料のドラフト作成

経営・事業との接続を

助言し、社内外の関係

形成を支援する



4.1 AI壁打ちによる「問いを立てる力」の育成

若手に最初からAIへ「この発明は出願すべきか」と聞かせるのではなく、「出願要否を判断する

ために、どの論点を確認すべきか」「事業部へ確認すべき事実は何か」「競合が回避設計しやす

い点はどこか」といった問いを作らせます。AIには、その問いの曖昧さ、前提不足、追加観点

を指摘させます。

この方法は、若手が答えを受け取る受動的学習ではなく、自分の問いを改善する探究型学習に

なります。経済産業省資料が示すように、生成AIは問いのリファインを通じて思考を深める用

途に適しています1。

4.2 ベテラン判断の「見える化」教材

知財業務は、調査結果そのものよりも、どの文献を重要と見たか、どの相違点を本質と捉えた

か、なぜ出願・秘匿・断念を選んだかという判断過程に暗黙知が宿ります。AIを使って過去案

件の判断メモを構造化し、若手が自分の判断と比較できる教材を作成します。

リーガルテック社の事例では、特許検索・評価・出願判断に至る思考プロセスをデータとして

整理し、再現可能な形で共有する育成支援AI機能が提供されており、属人化しやすい知財判断

を組織で継承可能なプロセスへ転換する発想が示されています2。自社内でも、外部ツールの有

無にかかわらず、同様の思想で「判断ログ」を蓄積することが有効です。

演習テーマ 若手への課題 AIへの指示例 評価観点

発明発掘
研究者ヒアリング前の

質問票を作る

「この質問票で発明の

本質、代替構成、事業

価値を把握するには不

足点がありますか」

技術理解、事業仮説、

質問の具体性

出願要否判断

出願・ノウハウ秘匿・

論文発表の比較表を作

る

「各選択肢のメリッ

ト、リスク、追加確認

事項を指摘してくださ

い」

判断軸の網羅性、根拠

の明確性

FTO
対象製品のリスク仮説

を作る

「侵害リスクを検討す

る際に抜けやすい観点

を列挙してください」

クレーム読解、回避設

計、証拠意識

構造化する項目 記録内容 若手教育での使い方

案件背景
事業目的、製品ロードマップ、

競合状況

技術だけでなく事業文脈から考

える訓練に使う

判断軸
新規性・進歩性、実施可能性、

秘匿可能性、事業重要度

案件ごとの優先順位を比較させ

る



4.3 AIレビュー付きドラフト演習

明細書案、拒絶理由応答案、調査報告書、事業部向け説明資料について、若手が自分で一次案

を作成した後、AIにレビューさせます。ただし、AIの指摘をそのまま採用させるのではなく、

「採用した指摘」「採用しなかった指摘」「その理由」を必ず記録させます。

この方法により、若手はAIの出力を鵜呑みにせず、レビューを受けて自分で判断する態度を身

につけます。知財業務では、AI出力の事実誤認、法的評価の不正確さ、機密情報の取り扱いに

注意が必要であるため、AI利用の教育は必ず批判的検証とセットにすべきです。

4.4 事業部対応を想定したロールプレイ

企業知財部の若手にとって、技術者、事業部、経営層、外部弁理士との対話力は不可欠です。AI

を相手役として使い、研究者役、事業部長役、慎重な法務役、コストに厳しい経営層役などを

設定し、若手が説明・説得・質問を練習します。

知財研セミナーでは、AI活用が進む中でも、組織内ベクトル合わせ、共感・信頼関係の醸成、

暗黙知の理解といった人間ならではの仕事が重要であると示されています4。ロールプレイは、

AIで安全に反復練習しつつ、最終的には人との信頼形成能力を伸ばす教育法です。

ベテラン判断
採用した結論と理由、却下した

選択肢
若手の結論と差分を議論する

事後結果
権利化結果、事業貢献、係争・

ライセンス上の影響

判断の妥当性を長期的に振り返

る

対象成果物 AIレビュー観点 人間が最終確認すべき点

発明提案書
技術的特徴、効果、代替構成、

用途展開

発明者の意図、実験事実、公開

可否

明細書案
用語統一、サポート関係、実施

形態の不足

クレーム戦略、権利範囲、禁反

言リスク

拒絶理由応答案
引用発明との差異、主張構成、

補正案

審査経過、均等論、将来の権利

行使可能性

調査報告書
検索式の抜け、分類、キーワー

ド候補

調査範囲の妥当性、ノイズと漏

れのバランス

相手役 典型的な反応 若手が鍛える能力



4.5 学習コンテンツの個別最適化

近年、知財教育ではオンライン教材、動画、勉強会、コミュニティなどが急増し、学習機会が

豊富になりました。その一方で、学習コンテンツが多すぎて消化不良になりやすいという課題

も指摘されています3。AIを活用すれば、若手ごとの担当業務、経験年数、弱点、将来キャリア

に応じて、学習コンテンツを要約し、理解度確認問題を作り、次に学ぶべきテーマを提示でき

ます。

ただし、教育担当者はAIが提示する学習計画をそのまま採用するのではなく、部門の業務戦略

と照らして調整すべきです。たとえば、化学系の若手、ソフトウェア系の若手、商標・ブラン

ド担当、契約・標準化担当では、同じ知財部員でも必要な学習順序が異なります。

5. 導入ステップ

AI活用教育は、一度に全業務へ展開するよりも、機密管理と品質管理を確保しながら段階的に

導入するのが現実的です。まず、公開情報や匿名化済み過去案件で試行し、次に部門内の標準

テンプレートを整備し、最後に実案件で上司レビュー付きの利用へ拡大します。

研究者
「この技術の新規性はそこでは

ない」と反論する

技術ヒアリング、仮説修正、敬

意ある質問

事業部長
「出願して本当に売上に効くの

か」と問う

事業価値への翻訳、費用対効果

説明

経営層
「競争優位にどう貢献するのか」

と問う
戦略説明、ポートフォリオ思考

外部弁理士
「権利範囲をどう設計したいの

か」と問う

依頼品質、論点整理、アウトプ

ット管理

フェーズ 期間の目安 実施内容 成果物

試行 1〜2か月

公開特許、公開判例、

匿名化案件でAI壁打ち

演習を行う

プロンプト集、演習事

例、注意点リスト

標準化 3〜4か月

発明発掘、調査、出願

判断、拒絶対応の教育

テンプレートを作る

判断ログ様式、AIレビ

ュー記録様式、評価ル

ーブリック

実装 6か月

若手ごとのOJT案件にAI

活用を組み込み、上司

が思考過程を確認する

個人別成長記録、案件

別振り返りメモ



6. 評価指標

AI活用教育の成否は、AIを何回使ったかでは測れません。評価すべきは、若手の判断品質、説

明力、リスク感度、事業理解、学習自律性が伸びたかどうかです。特に企業知財部では、知財

部内の成果物品質だけでなく、事業部や研究開発部門との協働品質も重要な指標になります。

7. 運用上の注意点

AI活用教育では、機密情報、未公開発明、個人情報、契約情報を外部AIに入力しないルールを

明確にする必要があります。社内利用が許可された環境、匿名化ルール、入力禁止情報、出力

の保存範囲、外部弁理士との共有可否を定めたうえで教育を始めるべきです。

また、AIの出力はもっともらしく見えても、法令、判例、審査基準、外国実務、技術内容につ

いて誤りを含む可能性があります。若手には、AIを「先生」ではなく「仮説生成とレビューの

補助者」と位置づけさせることが重要です。上司・先輩は、AIが出した答えの正誤だけを確認

するのではなく、若手がどのようにAIへ問い、どのように出力を検証し、どの判断を採用した

かを確認すべきです。

定着 1年

ベテラン判断ログを蓄

積し、部門ナレッジと

して検索可能にする

ケース教材、ベストプ

ラクティス集、教育ポ

ートフォリオ

評価領域 評価指標 確認方法

判断力
出願・秘匿・放棄・契約対応な

どの判断理由が明確か
判断メモのレビュー、上司面談

調査力
検索式、分類、同義語、競合観

点の抜け漏れが減ったか
調査報告書の比較評価

説明力
技術者・事業部・経営層に合わ

せて説明を変えられるか

ロールプレイ、実会議後レビュ

ー

批判的検証
AI出力の誤りや前提不足を指摘で

きるか
AIレビュー記録の確認

事業貢献
知財判断が事業戦略や製品計画

と接続しているか
事業部フィードバック

自律学習
自分の弱点を把握し、学習計画

を更新しているか
月次振り返り、学習ログ



8. 推奨する初年度カリキュラム

初年度は、若手にAI利用を自由放任させるのではなく、毎月のテーマを決めて、演習、実案

件、振り返りを接続する形式が望ましいです。以下は、配属1年目から3年目程度の若手を想定

したカリキュラム例です。

月 テーマ 演習内容 到達目標

1
AI利用ルールと知財基

礎

機密管理、AI出力検

証、特許制度の要約演

習

安全にAIを使える

2 発明把握
発明者ヒアリング質問

票をAIで改善する

発明の本質を質問でき

る

3 先行技術調査
検索式案と同義語展開

をAIで検討する
調査仮説を作れる

4 出願要否判断
出願・秘匿・公表の比

較表を作る
判断軸を説明できる

5 明細書レビュー

サポート要件、用語統

一、実施形態不足を点

検する

草案の弱点を見つけら

れる

6 拒絶理由対応
引用発明との差異と反

論構成を比較する

複数対応案を比較でき

る

7 FTO基礎
クレームチャートの論

点をAIで洗い出す

侵害リスク仮説を作れ

る

8 契約・共同開発

共同出願、成果帰属、

秘密保持の論点を整理

する

契約リスクを知財視点

で説明できる

9 事業部説明
事業部長役AIとロール

プレイする

知財価値を事業言語で

説明できる

10 競合分析
競合ポートフォリオの

仮説を作る

技術・市場・知財を結

びつけられる

11 ケース発表
過去案件を匿名化して

判断過程を発表する

自分の判断を構造化で

きる

12 成長レビュー
AI利用ログと成果物を

振り返る

次年度の学習課題を設

定できる



9. 結論

企業知財部において若手を伸ばすAI活用教育の要点は、AIで若手の仕事を省略することではな

く、若手が考える過程を可視化し、問いを磨き、判断の根拠を説明し、ベテランの暗黙知と比

較しながら成長する仕組みを作ることです。AIは、検索・要約・草案作成の効率化に役立つだ

けでなく、問いのリファイン、論点の抜け漏れ確認、相手別説明、振り返り、個別学習計画に

も活用できます。

最も効果的な教育設計は、AIと人間の役割を明確に分けることです。AIには情報整理、仮説生

成、レビュー、反論生成を担わせます。一方、人間の上司・先輩は、事業文脈、組織内の関係

性、判断責任、倫理、交渉、信頼形成を教えます。この分担により、若手はAI時代に代替され

る人材ではなく、AIを使って知財判断と事業貢献を高める人材へ成長できます。
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